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第３回研究会の論点
～地域資源を活用した再エネによる地域共生・富の地域循環を促す仕組み～

＜論点１＞
○ 再エネを活用し、地域課題の解決や地域社会・経済の健全な発展に繋げるためにはどうすればよいか。
○ それを実現する事業スキーム（資金調達、プレーヤー確保、儲かる仕組みなど）のポイントとは。

＜論点２＞
○ 今後の潮流を見越したESG評価獲得のための企業の再エネ利用の方向性と行政施策とは。

地域循環・雇用の創出
⚫ 域外への資金の構造的な流出や産業の縮小・地域雇用の減少

防災・減災
⚫ レジリエンスの確保等の災害対応

暮らしの質の向上
⚫ 高齢化が進展する中での健康的で豊かな暮らしの実現や交通利便

性の確保

都市への集中による担い手不足
⚫ 人口減・少子高齢化による地域の担い手不足、一次産業衰退・耕

作放棄地の増加

京都府の地域課題（一例） 再エネを活用した解決の糸口（過去の府の取組など）

府有水力を活用した地域エネルギーサービス会社設立検討
⚫ 府北中部の再エネを中心に需要家に電力供給し、域内経済付加価値の向上、企

業の競争力強化に貢献するほか、収益は地域振興にも活用（2018～2019）

京都舞鶴港周辺におけるマイクログリッドの実装検討
⚫ 文化会館・警察署等が集積する区域に太陽光･蓄電池を含めた地域マイクログリッド

を構築して、災害時における電力供給の体制構築を企図（2019～）

けいはんな学研都市によるスマートシティの実装計画
⚫ ICT等の新技術を活用し、エネルギーマネジメントが行われ、全体最適が図られる持

続可能なまちづくりの実現に向けた取組を推進中（進行中）

営農型太陽光＠耕作放棄地の高収益農業に向けた検討
⚫ 府北部市町農業委員会や農業法人と連携し、耕作放棄地に営農型太陽光を設置

し、獣害対策を行いながら高収益性の農地再生を目指す（2022～）
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府内の再エネ導入量の推移と目標
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再エネ事業の類型（事業主体の地域内・外）

外部主導型 協働型 地域主導型

類型の説明 域外の事業主体が主導する再エネ事
業

域内外の事業主体が協働して行う再
エネ事業

域内の事業者が主導する再エネ事業

メリット／デメリット 【メリット】
⚫ 域外の事業主体が自ら有する資

金・ノウハウを活かして、短期間に
大規模な事業を実施可能

【デメリット】
⚫ 地域の意思が反映されにくい
⚫ 地域とのトラブル等への発展リスク

あり

【メリット】
⚫ 事業経営及び利益配分の意思
決定に一定程度関与し、利益の
一部による地域貢献事業が可能

⚫ 地域主導と比較し、短期間で大
規模な事業を実施可能

【デメリット】
⚫ 事業者側の利益と公共・地域側

の利益との両立が難しく、合意形
成の協議･手続に時間が必要

【メリット】
⚫ 域内の事業主体による事業と利

益配分の意思決定が可能
【デメリット】
⚫ 事業資金や事業ノウハウが不十分、

事業実施までに時間を要し、頓挫
するケースあり

⚫ 小規模で事業採算性が低い事業
が多く、担い手不足なども相まって、
撤退を余儀なくされるケースあり
（修理費用が確保できないなど）

重視するポイント 地域との関わり△⇔経済合理性◎ 地域との関わり○⇔経済合理性○ 地域との関わり◎⇔経済合理性△
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⚫ 今後は、地域の主体を重んじながら不足するリソース（ノウハウ・資金など）を外部から補う「協
働型」の再エネ事業を推進し、地域への裨益と再エネ導入目標の達成の実現を目指す方針
（持続可能な地域主導型モデルのあり方も引き続き検討）



3．事業効果（目標年度：立上げから５年後、基準年度：2018）

4．事業体制

2．事業概要1．事業イメージ（目標年度：立上げから５年を目処）

【目的】 再エネを地産地消し、低炭素で持続可能な地域を実現する

【手段】 地域新電力事業により、地域の再エネを地域に供給する

【特徴】 京都府が保有する公営水力発電所（非FIT）の電力を、公共施設を中心と
した地域内の需要家に供給し、広域的な地産地消を目指す

【二酸化炭素排出削減効果】 14,800 t-CO2/年（約4,200世帯分に相当）

【再生可能エネルギーの利用量(電力)】 3千万 kWh/年（12万世帯分の電力）

【地域経済付加価値】 1.4億円/年

【地域課題の解決】府公営水力発電所（非FIT）の電力を公共施設を中心とした地
域内の需要家に供給し、地域の持続可能性に資するサービスを展開

地域再エネ
発電所

公営水力発電所
（大野水力発電所）

地域新電力
（電力小売）

地域需要家
（電力）

風力発電

太陽光発電

需給管理

需要データ分析

地域サービス開発

電気

売電収入

公共施設

民間企業

電気

売電収入

省エネ
サービス

料金

家庭

電気

地域
サービス

バイオマス
廃棄物発電

【サービス例】
・避難所への再エネ、省エネ
空調機器等の導入支援

・コミュニティバス（EVバ
ス）等の導入支援

・公衆街路灯のLED化支援
・観光拠点における電気自動
車、電動アシスト自転車、
スマートライト等への補助

＜京都府＞【電源提供】 公営水力発電を電源として供給先を拡大

＜市町村＞【普及促進】 供給先の拡大・普及啓発活動・地域サービス検討

＜龍谷大学等＞【サービス開発】 地域サービスの開発支援、再エネ活用のアドバイス

＜京都銀行＞【事業支援】 融資・経営ノウハウの提供

（参考）地域エネルギーサービス会社設立に向けた検討
⚫ 府北部10市町＋民間企業等との共同出資で小売電気事業者を設立し、府が所有する大野

水力発電所（11MW）等の地域の再エネ電源による地産地消と地域貢献の可能性を検討
（平成30年度環境省「地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業」を活用）
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【事例１】再エネ導入による地域メリット（レジリエンス向上）

7出所）環境省「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）」資料２ （2020年12月）http://www.env.go.jp/earth/ontaihou/mat02_3ver2.pdf



【事例２】再エネ導入による地域メリット（地域経済）①

8出所）環境省「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）」資料２ （2020年12月）http://www.env.go.jp/earth/ontaihou/mat02_3ver2.pdf



【事例３】再エネ導入による地域メリット（地域経済）②

9出所）環境省「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）」資料２ （2020年12月）http://www.env.go.jp/earth/ontaihou/mat02_3ver2.pdf



【事例４】再エネ導入による地域メリット（地域課題解決）

10出所）環境省「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）」資料２ （2020年12月）http://www.env.go.jp/earth/ontaihou/mat02_3ver2.pdf



【事例５】再エネ導入による地域メリット（セクターカップリング）

11出所）環境省「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）」資料２ （2020年12月）http://www.env.go.jp/earth/ontaihou/mat02_3ver2.pdf



（参考１）京都府所有の再エネ設備の一例（廃止済み含む）

【水力】大野発電所（11,000kW） 【風力】太鼓山風力発電所（2,250kW）

※2020年４月１日より運転停止

【太陽光】本庁舎（20kW×２）

【小水力】宇治浄水場（63kW） 【バイオマス熱利用】丹後海と星の見える丘公園【バイオマス発電】洛南浄化センター（990kW）
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（参考２）地域脱炭素移行･再エネ推進交付金 事業内容
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今後評価される企業の再エネ導入・利用の方向性
⚫ 企業は国際的なESG投資の潮流の中で、様々な手法を用いて再エネ導入・利用を進めている

が、今後、企業が評価を受ける調達手段やそれを促す行政施策についてご意見いただきたい。

調達方法 環境負荷 持続性 地域性 追加性
ESG評価
（仮説）

課 題
行政の
関与

1.自家消費型
○ ○※ ○ ○ 高？

資金調達
物理的制約

2.小売電気事業者
からの調達

△
メニューによる

○※ △
メニューによる

× 中？ 光熱費増

3.証書等の購入
○ ○※

△
証書等の種類に

よる
× 低？ 光熱費増

4.コーポレートPPA
（オフサイト）

○
環境負荷の低い
事業を選択可能

○
持続性のある事
業を選択可能

○
地域性のある事
業を選択可能

○ 高？
資金調達
パートナー確保

5.再エネ発電事業へ
の投資（アセット所有）

○
環境負荷の低い
事業を選択可能

○
持続性のある事
業を選択可能

○
地域性のある事
業を選択可能

△
既存電源の出資・
買収は追加性なし

高？
資金調達
パートナー確保
託送料金の負担

■ 再エネ電気の調達方法の比較

15※バイオマスの場合、燃料の種類によって燃料調達が持続性に影響を及ぼす場合あり



（参考１）京都府の企業向け再エネ導入支援・規制など
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条 例 施 策

支 援

⚫ 自立的地域活用型再生可能エネルギー導入等
計画認定・減免制度（再エネ条例）

⚫ 「０円ソーラープラットフォーム」の創設
⚫ 再エネ電気共同購入（EE電）※民間は中小店舗等のみ

⚫ 多様な再生可能エネルギー（小水力・太陽熱・
木質バイオマスボイラー）普及促進事業補助金

規 制

⚫ 事業者の再エネ導入目標の設定（再エネ条
例）※次のスライドで詳細説明

⚫ 特定事業者の再生可能エネルギー導入等状況
報告書制度＋立入・指導権限（再エネ条例）

⚫ 建築物（延床面積300m2以上）に対する再
エネ導入義務制度（再エネ条例）

➠ 中小企業による太陽光＋蓄電池・ＥＭＳ導入に対して認定を
行なった上で、税の減免（取得価額の1/3、上限1,000万円）
や補助金（補助率1/3、上限400万円）の支援措置を実施

➠ 2021年度から災害時の地域供給を認定要件化 ➠ 小水力：補助率1/5、上限400万円
➠ 太陽熱：補助率1/3、上限400万円
➠ 木質バイオマスボイラー：補助率1/5、上限400万円



（参考２）京都府再エネ条例における報告制度の創設
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⚫ 2020年度条例改正において、大規模排出事業者による再エネ導入等の取組を促進することを目的に
再エネ導入状況等報告書制度を創設。（合わせて、導入基準35％を設定）

⚫ 知事による「公表」規定を設け、府民その他ステークホルダー（金融機関・投資家等）へ情報を開示
※ その後、省エネ法で非化石エネ利用状況の定期報告制度の創設の動きあり（2021年12月資源エネルギー庁省エネルギー小委員会）

報告書様式別紙
記載イメージ



（参考３）京都府本庁舎における再エネ電気調達の取組
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府庁の省エネ・創エネ実行プラン（第２期：2021年12月策定）抜粋
＜再エネ電気の調達＞
⚫ 本庁舎及び総合庁舎等において、順次、再エネ100%電気の調達に努めます。
⚫ また、再エネ100％電気の調達を行わない府有施設においても、「京都府電力の調達に係る環境配慮契約方針」に基づく調達を行うとともに、適

宜、同方針を強化・改定することにより、可能な限り、再エネ比率が高く、電力排出係数の低い電気の調達を進めます。

内訳 削減量

再エネ100%電気 本庁舎、総合庁舎等で再エネ100%電気調達
20,467 t-CO2/年

排出係数の低減 0.25kg-CO2/kWhまで低減（府方針に基づく調達）

2021年度取組紹介

庁舎電力ゼロカーボン化に向けたFIT非化石証書調達事業

対象施設（想定） 京都府本庁舎ほか

証書の種類 非化石取引市場から調達したFIT非化石証書（トラッキング不要）

調達量 4,900,000kWh（本庁舎の１年分の電力使用量相当）

入手方法 一般競争入札

落札者 ゼロワットパワー株式会社

落札額（税込み） 2,156,000円（単価：0.44円/kWh）

CO2削減効果 約2,207トン（本庁舎の年間排出量の95％相当）


